




図 1 | 2011年のグローバルリスクの展望： 
世界経済フォーラムのグローバルリスク調査のデータ

資産価格の崩壊

大量破壊兵器

中国の経済成長鈍化

グローバル化の抑制

重要情報インフラの故障

商品価格の急激な変動

インフラの脆弱性

新技術の脅威

宇宙安全保障

可能性が低い

◆経済リスク
資産価格の崩壊
商品価格の急激な変動
消費者価格の急激な変動
エネルギー価格の急激な変動
財政危機
国際的な不均衡と為替変動
インフラの脆弱性
流動性/信用収縮
規則の失敗
グローバル化の抑制
中国の経済成長鈍化（<6%）

◆地政学的リスク
不正行為
脆弱な国々
地政学的紛争
グローバル･ガバナンスの破綻
不正取引
組織犯罪
宇宙安全保障
テロリズム
大量破壊兵器

◆テクノロジーリスク
重要情報インフラの故障
オンラインデータおよび情報セキュリティー
新技術の脅威

◆環境リスク
大気汚染
生物多様性の喪失
気候変動
地震と火山噴火
洪水
海洋管理
嵐とサイクローン

◆社会的リスク
慢性疾患
人口動態の課題
経済格差
食料安全保障
感染症
集団移動
水の安全保障

今後10年間に発生すると予測される可能性

予
測
さ
れ
る
影
響（

10
億
米
ド
ル
）

可能性がある 可能性が高い

高く予測された
可能性

高く予測された
影響

消費者価格の
急激な変動

海洋管理

大気汚染

地震と火山噴火

感染症

食料安全保障

規制の失敗

慢性疾患

流動性/信用収縮

地政学的紛争

財政危機

気候変動

エネルギー価格の急激な変動

経済格差

グローバル･ガバナンスの破綻

水の安全保障

人口動態の課題
不正行為
洪水脆弱な国々

組織犯罪

国際的な不均衡と
為替変動

集団移動

不正取引

生物多様性の喪失

嵐と
サイクローン

テロリズム

オンラインデータおよび
情報セキュリティー



Global Risks 2011 | 1

Contents

はじめに	 2

エグゼクティブ・サマリー	 4

分野横断的なグローバルリスク	
経済格差とグローバル・カバナンスの破綻	 8

重要なリスク１	
マクロ経済の不均衡関連	 12

重要なリスク２	
不正経済関連	 20

重要なリスク３	
水、食料、エネルギー関連	 26

注視すべきリスク	 34

結論	 39

付録 1	
定義と方法論	 40

付録 2	
2011年調査データ概要	 42

付録 3	
一般的なグローバルリスク対応戦略	 46

付録 4	
2011年グローバルリスクのオンライン・リソース	 48

参考文献	 49

謝辞	 50

プロジェクトチーム	 54



2 | Global Risks 2011

はじめに

世界経済フォーラムのグローバルリスク報告書は2006
年以来、グローバル環境を形作っているリスクについて
独自のタイムリーな分析を提供してきた。かつてない速
さでの変化が物語るように、経済界、政府、そして市民
社会のステークホルダーは、新興リスクの理解と対応に
おいて新たな喫緊の課題に直面している。

『第6回　グローバルリスク報告書　2011年度版』
は、世界経済フォーラムのグローバル・アジェンダ・カ
ウンシルのメンバーによって認識された37の重要な
グローバルリスクの概要を示すものであり、世界各国
のリーダーと意思決定者580人を対象とする調査によ
って裏付けられている。また、本報告書には、世界経
済フォーラムのグローバルリスク・パートナーである 
Marsh & McLennan Companies、Swiss Reinsurance 
Company、Wharton Center for Risk Management 
(University of Pennsylvania)、Zurich Financial Services
の専門知識と先進的な思惑も活かされている。 

本報告書は、包括的な一連のグローバルリスクがどの
ように展開されていくのか、その相互作用がさまざまな
ステークホルダーにどのように影響しているのか、そし
てそれらのリスクの管理にどのようなトレードオフが関
わっているのかについて理解を深めることを狙いとし
ている。『第6回　グローバルリスク報告書　2011年度
版』は、世界中の政策立案者、CEO、経営幹部、オピニオ
ン・リーダーにとって有用なツールである。その目的は、
諸機関がグローバルリスクを理解し対応できるように
するとともに、変化をイノベーションの源泉として受け
入れる態勢を整えることにある。

何より大切なこととして、主要なグローバルリスク間の
重要なつながりに焦点を当てることで、ステークホルダ
ーと意思決定者がグローバルシステムの全体的な回復
力向上のために一丸となって取り組む気運を盛り上げ
てくれることを期待している。

ダボス・クロスターで開催される2011年世界経済フォ
ーラム（以下フォーラム）の年次総会で、フォーラムはグ
ローバルリスクに関する現在の取り組みをさらに前進
させ、新たなリスク・レスポンス・ネットワーク（RRN）を
立ち上げる予定である。RRNは、『第6回　グローバルリ
スク報告書　2011年度版』に包含されている知見を土
台として、我々のパートナーおよび関係者がマルチステ
ークホルダーとして一致協力し、かつこの報告書が読
者に、有益な情報と知的刺激をもたらすことを願ってい
る。

クラウス・シュワブ
世界経済フォーラム創設者兼会長
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世界経済フォーラムのリスク・レスポンス・ネットワーク

『第6回　グローバルリスク報告書　2011年度版』は、世界経済フォーラムの新たなリスク・レスポンス・ネットワー
ク（RRN）の主要な成果物である。

RRNは、世界の意思決定者が複雑で相互に依存するリスクをより的確に理解し、管理し、対応するためのユニーク
なプラットフォームとなる。企業、政府、市民社会のリーダーが直面しているリスクの複雑さを理解するための緻密
なアプローチを提案するとともに、効果的にリスクを軽減しつつ、関連して生じる機会を捉えることを可能にするツ
ールを提供する。RRNは、以下の要素を一体化する。

•	 我々のグローバル・アジェンダ・カウンシル・ネットワークなどの活発な専門家グループや世界の一流大学、民
間セクターのコンテンツ・プロバイダーなどの正式なネットワークをはじめとする、世界経済フォーラムのコミ
ュニティおよび貢献者から得た最も説得力のある見識。

•	 トップ企業、政府、国際組織のリスク管理者のコミュニティを介して集まった最もふさわしいグローバルな意思
決定者。

•	 意思決定者が主要リスクについて状況に照らした理解を深め、積極的な対策を講じ、重大局面に際し迅速か
つ効率的に総力を結集することを可能にする分析ツールおよびリスク管理プロセスなどの最適のツールおよ
びサービス。

本報告書は、リーダーが複雑で相互に依存するリスクへの対応を向上させるための以下の3つの方法に焦点を当
てることにより、RRNの布石とする。

•	 グローバルリスクの結果ではなく、起因要因を追求し、基礎となる構造およびシステムへの効果的な介入ポイ
ントを特定する。これは特に、グローバル・ガバナンスの破綻と経済格差に当てはまる。

•	 協調的対応戦略を策定し、難しいトレードオフの存在や、相互連関性の増大が一因となっている予期せぬ影響
の脅威に対処する。

•	 特に、月単位、年単位ではなく十年単位で出現するグローバルリスクを管理しようとする場合、長期的な視点
に立ち評価・対応する。

RRNは、今後数カ月にわたり、本報告書において明らかにされている多種多様なグローバルリスクに焦点を当てた
一連のイニシアティブとワークストリームを立ち上げることにより、こうした見識をさらに構築していく。我々は、『第
6回　グローバルリスク報告書　2011年度版』が読者にとって、示唆に富むものであることを願っている。しかしそ
れ以上に、新たなリスクの世界についてともに理解を深め、一致団結して対応しようとする世界経済フォーラムの
イニシアティブに多くのみなさんが参加されるよう希望する。
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世界はもはや新たに大きな衝撃を受けられる
状況にない。金融危機が世界経済の回復力を
低下させている一方で、地政学的な緊張が高
まり、社会問題も深刻化している。今や政府も
社会も、世界規模の課題に対処する能力が以
前よりも低下していると言わざるを得まい。そ
れでも、本報告書が示すように、私たちはグロ
ーバルリスクに関するかつてないほどの大き
な懸念、各システムが互いにつながりを増して
いることによる急速な影響拡大の可能性、そし
て破滅的な結果という危険性に直面している。

「第6回　グローバルリスク報告書　2011年
度版」は、このような状況において世界経済フ
ォーラムが実施する類まれな取り組みのひと
つであり、今後10年間のグローバルリスク展望
の分析から得た知見を提供する。1

２つの分野横断的なグローバルリスク

経済格差2とグローバル・ガバナンスの破綻3の二つは影響力と
相互連関性の面から極めてリスクが大きいとされる。双方共に、
その他のグローバルリスクの展開に影響を与え、それらリスクに
効果的に対処しようとする能力を抑止するものである。

グローバル化は一世代に当たる期間、持続性的な経済成長を
もたらした。相互の関連性と相互の依存性がかつてないほどの
強まりを見せながら、世界は縮小され、新しい形へと変化を遂げ
た。しかし、グローバル化による恩恵は平等に行き渡っていない
ように見受けられる。努力の果実を極めて少数のものだけが享
受しているように見受けられるからだ。新しい勝者たちの成長に
よって国家間の経済力はバランスを取り戻しているもの、国内の
経済格差は広がっていることが明らかになっている。

国内レベル、国際レベル双方での経済格差と経済的公平さの問
題は重要性を増している。政治的には、ナショナリズムやポピュ
リズムの復活のほかにも社会的分裂の兆候がある。また、持続
可能かつ包括的な発展をどのように促進するかについて、国家
間で意見の相違が大きくなっている。

これらの課題に取り組むには、グローバル・ガバナンスの改善が
不可欠である。しかし、ここでまたもう一つの21世紀のパラドッ
クスが出てくる。利害の不一致、動機の対立、異なる常識と価値
観が存在するからこそ改善されたグローバル・ガバナンスが極
めて重要になっているのであるが、実がこうした条件自体が新し
いグローバル・ガバナンスの実現を困難かつ複雑化させ、厄介
なものにしている。結果として、私たちは世界貿易機関（ＷＴＯ）
のドーハ開発ラウンドでの失敗や、コペンハーゲン気候変動会
議において国際的な合意が得られない状況を目の当たりにし
た。グローバル・ガバナンスの構築に最も有望なのはG20と見ら
れているが、この点に関しての効率性は証明されていない。

エグゼクティブ・サマリー

1詳細は報告書の付録2を参照。
2国内および国家間の貧富の格差と所得格差。
3脆弱または不適当な制度、機関、協定またはネットワーク。



Global Risks 2011 | 5

焦点の当てられた3つの重要なリスク

本年度の分析では、2つの分野横断的なグローバルリスクとは
別に、3つの重要なリスクが明らかになった。

「マクロ経済の不均衡」関連：マクロ経済の不均衡と為替変動、
財政危機と資産価格の崩壊といった一連の経済的リスクは、新
興経済諸国で増進する富および影響力と、先進諸国に積み上が
った莫大な額の債務との間の緊張関係に起因している。国内お
よび国家間において貯蓄と貿易の不均衡が次第に不安定さを
増しているだけでなく、未積立債務が長期間にわたり過度な圧
力を財政状況にかけている。これらの不均衡を是正する手段の
ひとつは世界規模で協調的な行動を取ることだが、各国の利害
の対立を鑑みるとこれは容易ではない。

「不正経済」関連：国の脆弱性、不正取引、組織犯罪、不正行為
を含むリスクに関する分析が行われた。ネットワーク化された世
界では、ガバナンスの破綻および経済格差が上記のような不正
行為の蔓延を引き起こすきっかけをもたらす。2009年の全世界
の不正取引額は1兆3000億米ドルと推計されており、その額は
増え続けている。これらのリスクは、正当な経済活動への莫大な
コストをもたらすと同時に、国の衰退を招き、国家発展の機会を
脅かし、法規を弱体化させ、国々を貧困と不安定の連鎖へ陥れ
る。需要側と供給側双方での国際協力が急務である。

「水、食料、エネルギー」関連：世界人口の著しい増加と一層の
繁栄により、資源に対して持続不可能なほどの圧力がかかって
いる。水、食料、エネルギーに対する需要は今後20年で30％から
50％増加すると予想され、しかも経済格差があるために、生産
や消費に絡む諸問題が場当たり的に対処されがちとなり、その
結果、持続性が犠牲となってしまう。資源不足は、社会不安や政
情不安、地政学的な対立および修復不可能な環境破壊を引き起
こす可能性がある。相互連関性を考慮せずに水、食料、エネルギ
ー関連リスクの一部のみに焦点を置いた戦略は、意図せぬ甚大
な影響を招く危険性を伴う。

注視すべき5つのリスク

５つのリスクが「注視すべきリスク」として指定されている。これ
は調査の回答者がそれらのリスクを不安定要素が高く、信頼度
が低いと評価したことに加え、専門家4が深刻で予想外の、また
は想定以上の影響を及ぼす可能性があるとしたからである。

•	 発生が拡大しているサイバー盗難から、可能性が未知の本
格的サイバー戦争に至るまでのサイバーセキュリティ問題

•	 先進諸国に財政的な負担を与え、新興経済諸国の社会的
安定への重大な危険性を生み出す、人口動態の課題

•	 供給が需要に間に合わなくなった場合、長期にわたる極端
な変動と継続的な上昇をエネルギー価格と商品価格にも
たらす資源安全保障の問題

•	 新興経済諸国がリーダーシップを担わなかった場合に、経
済格差に対するポピュリスト的（一般大衆受けする）施策
が取られることによって生じるグローバル化の抑制

•	 大量破壊兵器、特に国家間の新たな核の拡散の可能性

効果的なリスクへの対処とは、グローバルリスクに付随するマイ
ナス面を積極的に低減するだけでなく、平行して生まれる革新
と成長の機会を掴むことを意味する。本報告書では、利害関係
者がこれら両方の目的を達成するのに役立つさまざまなリスク
対応戦略を全編にわたって検証している。

4特に記載のない限り、本報告書では、グローバル・アジェンダ・カウンシルのメンバーと本報告書の末尾に記載されているその他の執筆者のことを「専門
家」と記載している。彼らは、グローバルリスク調査への参加、ワークショップへの出席、報告書の見直し、そして個人的な助言や忠告の提供を含む、さま
ざまな方法で情報提供を行なった。

エグゼクティブ・サマリー
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経済格差とグローバル・ガバナンスの破綻という2つのリスク
は、他のどのリスクよりも強く関連していることがフォーラムの
「2010年グローバルリスク調査」から明らかにされた。双方とも
発生する可能性が極めて高く、強い影響を及ぼすと認識されて
いる（本報告書冒頭の図1「グローバルリスクの展望」と図11「リ
スク相互連関性マップ」を参照されたい）。これらのリスクは、グ
ローバルリスクが発生し発達する状況に2つの重要な点で影響
を及ぼす。第一に、他のリスクが発生する可能性とその影響の双
方を悪化させる可能性があり、第二に、効果的なリスク対応を阻
害しかねないという点である。

経済格差と社会的分裂

定義：国内および国家間の貧富の格差と所得格差が社会的・政治的安
定性と経済的発展を脅かすこと。

「グローバルリスク調査」において経済格差は、今後10年間で
最も重要なリスクの一つとして認識されていた。フォーラムのグ
ローバル・アジェンダ・カウンシルの調査もこの結果を裏付けて
おり、経済界への影響という点で2番目に重要な動向として、ま
た、その影響が最も過小評価されている動向として位置付けて
いる。

経済格差は、不正行為、人口動態の課題、脆弱な国々、国際的な
不均衡および資産価格の崩壊と互いに密接に関連している。調
査回答者は、経済格差が慢性疾患、感染症、不正取引、集団移
動、食料安全保障（不足）、テロリズム、大量破壊兵器に影響して
いる一方、気候変動関連リスクとグローバル・ガバナンスの破綻
に影響されていると認識していた。このデータは、経済格差と地
政学的紛争が相互に補強し合っていることを示唆している。

経済格差は、国家間でも国内でも進行している。コミュニケーシ
ョンが容易になったことで、国家間の不均衡がいっそう目に見え
るようになった。一部の新興経済諸国は好調な成長を遂げてい
るものの、多くの国々は貧困のサイクルに囚われており、十分な
教育や医療、公衆衛生といった基本的な社会インフラを利用で
きないことから国家の政治的不安定さにいたるまで、その影響
は途方もなく大きい。 

ステークホルダーからは、先進諸国と新興経済諸国双方におい
て経済格差が開きつつあることを示す証拠に対する懸念も表明
された。OECDなどによる経済分析は、フィンランド、スウェーデ
ン、英国、ドイツ、イタリア、米国における上部五部位所得者層の
伸びは、1980年代半ばから2000年代半ばまでの間、最下位層の
2倍であったことを示している5。ジニ係数で測定された過去10
年間の所得の不均衡も、インド、中国、インドネシアなどの新興
経済諸国において急速に拡大している。そのような調査につい
ては、方法論に関する批判が強く、結果をめぐり意見の相違はあ
るものの、たとえ認識だけにせよ、経済格差の拡大というリスク
は懸念を呼ぶところである。

国内におけるこの動向には、雇用文化の衰退、労働組合の弱体
化のほか、教育制度が職場の要求の増大に対応できないことな
ど、多くの要因が関係している。

経済格差は、グローバルな社会的分裂という全体的過程の一因
ともみなされている。グローバル化が進んだ結果、国内のさまざ
まなグループが異なる経済的利害関係を持つようになり、国民
の連帯感が弱まっている。同時に、メディアとコミュニケーション
の国際化によって国境を越えた結び付きが可能になり、個人と
団体のアイデンティティにおいて重要な位置を占めつつある。伝
統的な形態の結び付きは徐々に失われている。社会機関に対す
る信頼は低下したように見受けられる。

ある部分では、垂直に統合された国家社会が、より流動的で国
境を越えた社会に取って代わられつつあるとも言える。このこと
は必然的に、異文化コミュニケーションと地理に妨げられないコ
ミュニティの形成を実現するさまざまな機会をもたらしている。
しかし同時に、グローバルリスクへとつながる国内での緊張関
係を作り出し、それらのリスクの局所的な徴候に対応する政府
の政治的能力も損なわせている。

分野横断的なグローバルリスク 
経済格差とグローバル・ガバナンスの破綻

5 OECD（2008年）、Growing Unequal? Income Distribution and Poverty in OECD Countries
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グローバル・ガバナンスの破綻

定義：脆弱または不適当な世界機関、協定またはネットワークが、競合
する国益や政治的利害関係と相まって、グローバルリスクへの対応の
協力態勢が阻害されること。 

リスクのグローバル化が進み、相互連関性が増している一方、グ
ローバル・ガバナンス能力は著しく分断されている。グローバル・
ガバナンスの破綻は、システミックなグローバルリスクを生み出
し、悪化させている。調査結果から明らかになったのは、グロー
バル・ガバナンスの破綻と規制の失敗、不正行為ならびに経済
格差の間には強い相互連関性があり、グローバル化の抑制とグ
ローバル・ガバナンスの破綻が相互に補強し合う関係にあると
捉えられているということであった。

専門家が挙げたグローバル・ガバナンスの破綻には、国連によ
る気候変動交渉、いまだに合意に達していないドーハ開発ラウ
ンドの貿易交渉、一部のミレニアム開発目標の進展の遅れ、国
連安全保障理事会改革の行き詰まり、核兵器拡散防止のための
枠組みに突きつけられた難題などが含まれている。グローバル
な課題への対応に停滞感が広がっている。ワシントン・コンセン
サスはもはや経済開発のベースラインモデルとして認められて
いないものの、かといって別の統一的価値観に取って代わられ
たわけでもない。

米国の国家情報会議および欧州連合の安全保障研究所はこの
ところ、広範にわたる改革を実施しない限り、現在のガバナンス
の枠組みでは迫り来るグローバルな課題に対応できなくなると
結論付けた。新興経済諸国は次第に、現行の構造では国際機関
に十分な影響力が発揮できず、不公平だと感じるようになって
いる。かといって、今まで以上に大きな世界的責任を背負う能力
と意欲を持った新興諸国があるかどうかは不透明であり、また、
従来の大国の側にも自らの力の限界を認め、引導を渡すことに
対して抵抗感を持っている。

次第に合わなくなりつつあるグローバル・ガバナンス機関の枠
組みをその場しのぎで使っていくのか、グローバルなネットワー
クと新たな協力態勢によって実現される機動的な構造を受け入
れる能力と意欲を見出すことができるのか、あるいはグローバ
ル・ガバナンスの協調という考えそのものが放棄されることにな
るのかは不明である。

効果的なグローバル・ガバナンスは、実効性の薄い国家レベル
の意思決定構造によっても阻害されている。議論の余地はある
が、技術的・社会的変化の結果、利益団体を動員するためのコス
トが下がるにつれ、短期的に見れば受け入れにくい国際的合意
を実施する首脳陣の能力が弱まっていると言える。国際的な気
候変動問題に対する合意の難航や、国際的に協調の取れたマク
ロ経済的政策措置への抵抗は、その典型例である。

これを埋め合わせてくれるのは、情報力と機動性のあるグロー
バルな世論共有という、グローバル・シチズンシップの規範と価
値観だろうが、まだ十分に発達しているとは言えない。

グローバル・ガバナンスの破綻の重要性を認識し
た世界経済フォーラムは2009年、『グローバル・リ
デザイン・イニシアティブ』を立ち上げた。その目的
は、国際機関や国際的な取り決めを現代の課題に
合わせてどのように改造すべきか、また、どのよう
に改造できるかについてあらゆるステークホルダ
ーの間に戦略的な思考プロセスを刺激することに
ある。

2010年5月30日・31日にカタールのドーハで開
催された特別サミットで、国際協力の不足や失
敗にどのような形で対処しうるかについて具体
的な提案が発表され、およそ50カ国の政府と20
の国際機関の代表者との最初の討議が行われ
た。これらの提案は、http://www.weforum.org/
globalredesignでも閲覧できる。

分野横断的なグローバルリスク 
経済格差とグローバル・ガバナンスの破綻
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リスクの詳細と
影響
国際的な不均衡と為替変動、財政危機、資産価格の崩壊というこ
の一連の3つの経済リスクは、内的な不均衡（国内）と外的な不
均衡（国家間）の双方によって特徴付けられる。

内的な不均衡は、政府の政策や民間部門の行動をはじめとする
多くの要因によって生み出され、経済発展と共に生じる。先進諸
国における財政的不均衡は、政府の放漫な財政支出が原因で
拡大の一途をたどっており、金融危機の影響によってさらに悪
化した。第一に、多くの政府は、破綻の危機にあった銀行を救済
し、金融システムを安定化させるために大規模な支援策を余儀
なくされた。第二に、より重要なことだが、多くの政府は危機がも
たらした景気後退の影響を軽減するために大規模な財政刺激
策を提供した。

経営支援策と財政刺激策が重なったことにより、特に先進諸国
において、赤字が増大し債務のGDP比が拡大した。脆弱な回復
を妨げないようにしつつ財政再建を達成することは、短期的な
課題ではある。しかし長期的には、主要な財政課題は、現在と将
来の世代が抱える未積立債務に対する資金の手当てとなるだろ
う（以下の説明と「注視すべきリスク」の「人口動態の課題」を参
照）。

この点に関しては、国家間の外的な不均衡も懸念される。国際
的な不均衡の中心にあるのは、貯蓄と投資の不一致である。赤
字国は、その投資額に比べて貯蓄額が十分ではなく、黒字国は
その高い貯蓄額に比べて十分に投資していない。原則として、外
的な不均衡は悪いことではない。資本は、最も収益性の高い用
途へと流れるきらいがある。グローバル化されたシステムでは、
国境を越えた資本フローも然りである。資本の受入国が、流入し
た資本を生産的に利用する限り（すなわち、結果として行われる
投資が、発生した負債を返済するのに十分な収益を創出する限
り）、特に大きな問題は生じない6。外的な不均衡が問題となるの
は、持続不可能な債務累積の一因となる場合や、為替レートを
積極的にコントロールしている国で、持続不可能な外貨準備高
の累積につながる場合である。

これらの不均衡は、2つの主要リスクへとつながる。第一に、成長
の低迷、債務累積、財政圧力の増大が一部の先進諸国において
政府債務不履行のリスクを生じさせ、それが世界中の銀行シス
テムに影響する恐れがある（その逆の流れも起こりうる）。第二
に、そのような脆弱性は、新興市場への過剰な資本流入のリスク
を生じさせ、バブルのリスクを増大させるとともに、資産価格の
崩壊を招く可能性がある。国際的な不均衡は今後も、黒字国か
ら赤字国への純資本流入を意味するだろうが、先進諸国から新
興経済諸国への総資本流入の増加に、そのような流入を生産的
に吸収する経済の能力が追いつかない場合にこれらのリスクが
生じる。

図2は、上記リスクがどのように結び付いているかを図示してお
り、表1は、リスクがステークホルダーに及ぼす主要な直接的・間
接的影響を列挙している。

これらのリスクは、他のグローバルリスクと密接に結び付いて
いる。たとえば、先進諸国における財政圧力は、アジアへのパワ
ーシフトを加速させ、地政学的な緊張のリスクを増大させる。ま
た、各国がゼロサム的な打算に走り、短期的な大衆主義的解決
策を訴えるにつれ、これら3つのリスクがグローバル・ガバナンス
の破綻を悪化させることもありうる。

6 米連邦準備制度理事会議長のベン・バーナンキをはじめ一部の著名エコノミストは、国際的な不均衡が負債の資本コストを引き下げ、米国住宅市場な
どのリスク資産への高利回り狙いの投資を助長することにより、近年の世界的な金融危機の大きな一因となったと主張している。

重要なリスク１： 
マクロ経済の不均衡関連

財政危機

資産価格の崩壊

国際的な不均衡と
為替変動
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Figure 1

Table 1

経済格差

先進諸国

財政危機

グローバル・ガバナンスの破綻

－政府債務不履行
－金融システムへの悪影響
　（および金融システムから
　 の悪影響）

国際的な不均衡と
為替変動

新興経済諸国

資産価格の崩壊

－経済の過熱
－その後の景気停滞

景気刺激／
未積立の

社会保障債務
為替介入と量的緩和

成長と雇用創出の
確保の圧力

純資本流入が
先進諸国の負債に拍車をかけ続ける

資本流入の増大が
資産バブルを煽る

マクロ経済の不均衡に関連するリスクのシステム図

マクロ経済的な不均衡に関連するリスクの影響（主要なもの）

影響 直接的影響 間接的影響

政府への影響 •	 先進諸国：景気刺激と緊縮財政のバランスを取る難
しい予算決定、債務不履行、債務返済繰り延べある
いは救済

•	 新興経済諸国：通貨調整を検討する必要性の高まり

•	 気候変動などの他の世界的課題に対処しよ
うという政治的意欲の欠如

社会／住民への影響 •	 先進諸国：厳しい緊縮財政下での成長低迷、約束し
た社会保障給付の履行困難

•	 新興経済諸国：輸出ではなく国内需要へのシフトを
通じての社会的調整（消費と低い貯蓄率を押し上げ
るための再配分および社会保障政策の必要性）

•	 いったんリバランスが行われると、国内消費
への信頼感の増大の結果として、長期的に
は中国で福利が増大する。

ビジネスへの影響 •	 保護主義（貿易および金融）的圧力

•	 政府財政と並行した金融システムの崩壊の脅威、不
確実性

•	 世界的な調整およびグローバル化の抑制に
よる需要パターンの変更に伴う、ビジネスモ
デルの再調整

図２

表1

重要なリスク１：
マクロ経済の不均衡関連

出典：World Economic Forum

出典：World Economic Forum
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図3が示すように、国際的な不均衡は1996年から2009年の間に
著しく増大した。金融危機の影響を受けて、近年の高い水準に比
べるといくぶん縮小したものの、IMFなどは将来、再び不均衡が
拡大すると予想している。長期にわたる巨額の経常赤字を支え
るためには、赤字国の側で資本流入を必要とする。これに財政
赤字が伴うと、公的債務が増大することになる。図4はG7諸国の
政府債務残高の長期傾向を表しており、最近の増大が示されて
いる。

図3	

図4

世界の経常収支不均衡の推移　1996年－2009年

G7諸国の平均政府債務比率　1950年－2010年（PPP加重）

出典：Long-Term Trends in Public Finances in the G-7 Economies, IMF Staff  Position Note SPN/10/13, 1 September 2010

出典：IMF World Economic Outlook, April 2010
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図5 掲示国における金融危機と高齢化関連による財政赤字への影響の正味現在価値

債務負担が借入コストの増大や政治的に容認しがたい国債の償
還とそれに続く緊縮財政の必要性などを通じて経済成長に深刻
な影響を及ぼす前に、公的部門がどの程度の債務を負担し続け
られるかについては高いリスクと不確実性がつきまとう。200年
にわたる44カ国のサンプルに基づき、ケネス・ロゴフ氏とカルメ
ン・ラインハルト氏は、債務の対GDP比には、それを超えると債務
と成長の関係が非線形となる明確な閾値が存在することを発見
した。具体的には、先進諸国と新興経済諸国が保有する公的債
務の場合、この閾値はおよそ90％であるという7。この閾値を超え
ると債務負担によりGDP成長率の中央値はおよそ1％低下し、平
均成長率はさらに低下する。どの債務指標を用いるかによるが、
米国の公的債務はこの閾値に急速に近づきつつあるか、まさに
通過したところである一方、欧州各国はこの上限をはるかに超え
ているという。さらにIMFの分析では、現在の収支傾向が続いた
場合G7諸国の正味政府債務残高は前例のない水準へ急上昇し
かねないことを示している。

しかし、公的機関によって広く報告されている標準的な債務の対
GDP比では、一国の真の長期的な財政見通しを測ることはでき
ないと指摘するエコノミストもいる。より正確な財政見通しの測
定は、将来のあらゆる収入源の正味現在価値（NPV）に対する将
来のあらゆる債務のNPVを計算することによって現在の債務に
含められていない将来の債務を織り込む方法である。図5は一部
の国を対象としたIMFの計算を要約しており、サンプルのNPV平
均は対GDP比444％となっている。計算には大きな不確実性が存
在するものの、かかる分析は計算に含められていない将来の債
務の影響が非常に大きく、高齢化関連債務の影響が財政刺激策
のコストなどの短期的問題をしのぐことを示している。

7 Reinhart, Carmen M. and Kenneth S. Rogoff  (2010), “Growth in a Time of Debt”, NBER Working Paper No. 15639, January 2010

出典：Fiscal Implications of the Global Economic and Financial Crisis, IMF Staff  Position Note, SPN/09/13, 9 June 2009
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明らかにされていない将来の債務の規模を踏まえれば、IMFと
国際決済銀行（BIS）の分析は、中期的に重要な調整がなけれ
ば、ほぼすべての先進諸国が長期的に財政支払能力に対する深
刻な脅威に直面することを示唆している8。つまり、予想される将
来の債務と予想される将来の収入の間のギャップを埋めるため
には各国が増税や支出削減など大々的な財政再建に乗り出す
必要があることを意味している。一方専門家は、金融市場の激し
い混乱を防ぎ、ひいては国家を債務不履行から守るために必要
な意欲を政治家が奮い立たせることができないというリスクが
歴然と存在することを指摘している。

そのような財政的・マクロ経済的な不均衡の圧力に照らした専
門家との議論から、この一連のリスクが世界の金融・経済システ
ムやさらに広い領域に厳しい課題をもたらす3つのネガティブ
なシナリオが浮き彫りにされた。なお、これらのシナリオは互い
に排他的なものではない。

最初のシナリオは、不況の圧力と市場の信頼の欠如という短期
的な要素と、未積立の社会保障債務という長期的な要素の組み
合わせが特定の先進諸国において財政危機と銀行危機を煽る
というものである。一部の国では、国家財政の危機は国債の価
値の下落を意味し、金融機関が投資している資産の価値も失わ
れることになる。民間貸付の割合が高い国では、政府債務不履
行の脅威が高まるにつれ最終的に公的救済に頼るとみなされ
た銀行からの資本の逃避が生じる。いずれの場合においても、
財政危機の直接的な影響は、信用・銀行危機によってさらに悪
化し、世界の金融システムにシステミックな悪影響をもたらす。

第2のシナリオは、新興市場が資産価格の崩壊に見舞われると
いうものである。先進諸国の緩い通貨政策と成長の低迷はすで
に新興市場における高度成長と相まって、新興経済諸国に流入
する総資本流入を増大させるとともに、新興経済諸国と先進諸
国の株式市場の乖離を招いている。その結果、株式市場の高騰
が不動産価格にも波及し、資産バブルが生じる可能性がある。こ
うした資本の流入を抑制しようとしている新興市場も一部には
あるが、すべての新興市場が同時に自国通貨に対する上昇圧力
に抵抗することは難しいであろう。そのような資産バブルは、資
産本来の価値の上昇ではなく過剰な流動性に煽られているが
ゆえに一挙に崩壊し、新興市場と世界経済全体の双方に損害を
与えかねない。

最後のシナリオは起こりそうにないと見る向きは多いが、先進諸
国における1970年代の「スタグフレーション（不景気とインフレ
の併存）」の再来である。このシナリオは緩い通貨政策では経済
活動を刺激できずに終わる一方、中東における地政学的紛争が
原因で、あるいは単に世界的な供給速度が新興諸国の急成長
に追いつかないことが原因で、一次産品とエネルギーをめぐる
供給側の制限が生じ、先進諸国と新興国の中央銀行のインフレ
抑止力に対する信頼が失われると見ている。

8 IMF Country Report No. 10/248, 12 July 2010、Gokhale J, (2009) “Measuring the Unfunded Obligations of European Countries”, National 
Centre for Policy Analysis、およびKotlikoff, L (2010), “A Hidden Fiscal Crisis?”, Finance and Development, September 2010も参照されたい。

重要なリスク１：
マクロ経済の不均衡関連

財政危機

資産価格の崩壊

国際的な不均衡と
為替変動
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対処手段と
トレード･オフ

国際的な不均衡への対応における
トレード･オフの認識
国際的な不均衡をいかに軽減させるかという問題をめぐる合意
の欠如は、国際レベルでの共同責任の成立を難しくしている。国
ごとに異なる短期的な利益は、政治的要因と経済的要因の双方
に左右されている。先進諸国は不均衡の継続は経済的に持続不
可能と見ている一方、貿易黒字となっている新興経済諸国は、通
貨価値の上昇を伴う調整が輸出部門の雇用に悪影響を及ぼし
社会的安定を脅かすことを恐れている。

先進諸国の政治指導者は短期的な解決策を見出す必要に迫ら
れている。しかし、複数の国々による同時期の通貨切り下げなど
協調性のない措置は、新たなリスクを生み出しかねない。あらゆ
る国が同時に自国通貨の切り下げを試みることは、百害あって
一利なしであろう。

上記のリスクに対処するための主要な手段は3つある。

国際協調の強化
実現の見込みは薄いものの、専門家は、G20およびIMFが中心と
なって持続不可能な不均衡の蓄積を阻止するためにより強力な
政策の枠組みを策定できると考えている。通貨戦争を回避する
ためには国際的な為替協調を促進する新たなリーダーシップが
とりわけ重要である。しかし、さらに強力なのは、赤字国と黒字
国の双方において所得の使途を変えるような有意義な成長政
策における協力であろう。不均衡を軽減するためには価格調整
と所得調整の両方が要求される。また、効果的な調整のために
は債務国と債権国（または赤字国と黒字国）双方が関与しなけ
ればならない。

金融システムの強化
脆弱な金融システムは、先進諸国と新興経済諸国の双方におい
てリスクの源になりうる。規制と機関の強化は一般に、重要な介
入ポイントである。この点に関しては、バーゼルIIIの自己資本規
制など多くの提案がなされており、いまや実行が何よりも重要と
見られている。規制を通じて金融システムを強化する可能性に
は、以下が含まれる。 

•	 システミックリスクに関連性のある金融機関

•	 あらゆる金融機関（ノンバンクを含む）に対する自己資本・
流動性比率の強化。システミックリスクに関連性のある金
融機関には、より高い比率を適用

•	 証券化に関わるリスク保有（いわゆる「スキン・イン・ザ・ゲ
ーム」）

•	 「店頭取引」のデリバティブ市場における透明性とカウン
ターパーティ・リスク管理の向上

フォーラムの「2010年金融開発報告書」において概説しているよ
うに、資本市場の開発とリテール金融サービスへのアクセス向
上による新興経済諸国の金融システムの強化は、国内の信頼を
高めるとともに投資機会を増大させる可能性がある。それがひ
いては、消費を刺激し、世界的な不均衡の縮小に役立つことはも
とより、資産バブルのリスクを軽減しうる。

バランスの取れた経済への移行を
国内で促進 
赤字国が、その輸出競争力の向上のために、広範に及ぶ価格・
コスト調整に踏み切らざるを得ない一方、黒字国は民間部門の
国内消費の弱さに対処する必要がある。これは、黒字国の余剰
金を向上させるだけでなく、赤字国の輸出増大によって赤字国
に必要な調整を促進する。

何より大切なことは、先進諸国は、高齢化社会と結び付いている
未積立債務によって引き起こされる財政ひっ迫という課題の出
現を早急に認識する必要がある。政府が提供する社会保険への
依存から年金・医療サービスのための個人貯蓄への移行を図る
には、国家財政への負担を徐々に、しかし大きく減らし、将来の
財政危機のリスクを軽減するための慎重な改革、金融革命、そし
て民間部門の解決策の組み合わせが必要となるだろう。

重要なリスク１：
マクロ経済の不均衡関連





重要なリスク2 
不正経済関連

脆弱な国々
組織犯罪

不正取引

不正行為
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リスクの詳細と
影響
不正取引、組織犯罪、不正行為は、発生する可能性が極めて高
く、中程度の影響をもたらすと認識されている慢性的リスクであ
る。しかし専門家は、不正経済を代表する相互連関性の強いこれ
らのリスクは、グローバルリスクの展望にとって最も重要な存在
であると見ている。図6が示すように、調査データも専門家も、こ
の一連のリスクが脆弱な国々、テロリズム、地政学的紛争という
他の3つの重要なグローバルリスクに多大な影響を及ぼしてお
り、それらが今度は、世界の安定に重大かつ否定的な影響を及
ぼしていることを指摘している。

この一連のリスクと経済格差の間には、フィードバック・ループ  
（コンピュータ用語：出力の一部を入力側に戻すようにした経
路）が存在する。経済格差は、先進諸国と新興経済諸国において
不正取引、不正行為、組織犯罪を増大させる土壌となる。そして、
不正に得た利益は特権階級の権力を強化する一方で、合法的な
ビジネスのコストを押し上げることによって経済発展を阻害し、
国内と国家間双方の不均衡を増大させる結果となる。同様に、グ
ローバル・ガバナンスの破綻は非合法活動が増大する余地を生
み出す一方で、非合法活動は効率的なグローバル・ガバナンス
を損ないやすい。

この一連のリスクは、先進諸国より新興経済諸国にはびこってい
ると見られることが多いが、非合法品に対する需要の大部分は
先進諸国で生じている。また、非合法ネットワークは、資金管理
を容易にするために国際的な銀行システムや不動産システムを
利用し、マネーロンダリングや税務当局からの利益隠しなどを行
っている。

この一連のリスクの影響は、新興経済諸国を超えて広く拡散す
る恐れがある。たとえば、知的財産権によって保護される物品の
不正取引は、革新と投資に対する動機を減退させる。偽造医薬
品の取引は、世界各地で人間の健康を危険にさらしている。脆
弱な国々から生じる安全保障上のリスク―テロリズムと地政学
的紛争―は、広範な影響を及ぼしうる。また、以下の表2が示すよ
うに、不正行為は新興経済諸国と先進諸国の双方において、成
長を阻害し、市場をゆがめ、法の支配を損なう小規模な取引コ
ストとなっている。

重要なリスク2： 
不正経済関連

Table 1

不正経済関連リスクの影響（主要なもの）

影響 直接的影響	 間接的影響

政府への影響 •	 機関の弱体化／法の支配の脆弱化と腐敗

•	 公務員機能の低下／腐敗に支配された政府機関

•	 ビジネスに影響する政策の継続性の欠如

•	 税基盤の縮小／税収の喪失

•	 資本の海外逃避

•	 政治的安定への脅威

•	 地域への投資の減少

•	 破壊的集団への権限委譲

社会／住民への影響 •	 公的機関に対する信頼低下

•	 経済機会を制限する厳しい対応の可能性（移民政
策の厳格化）

•	 海外への移住による頭脳流出／技能枯渇

•	 観光の減少

•	 無秩序な活動による生態系の破壊

•	 特定の住民層の犯罪化／社会的疎外

ビジネスへの影響 •	 取引コストの増大

•	 合法的売上の喪失

•	 投資の抑制／不正流用

•	 資本コストの上昇

•	 競争上不利になるという認識から、不正な
慣行

表2

出典：World Economic Forum

脆弱な国々

組織犯罪

不正行為

不正取引
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重要なリスク2：
不正経済関連

Figure 1

グローバル・ガバナンスの破綻

需要環境 供給環境

脆弱な国々

経済格差

地政学的紛争

テロリズム

不正取引

不正行為

組織犯罪

不正経済関連リスクのシステム図図6

出典：World Economic Forum

主要な動向と 
不確実性
不正行為、不正取引、組織犯罪、脆弱性の特徴を記述するのは
容易だが、数値で示すことは非常に難しい。この一連のリスク
は、その不透明さゆえにあまり顧みられておらず、リスク軽減の
ために投入されるリソースはあまりにも少ない。また近年では、
非公式なネットワークが法制度や規制の違いを利用して利益を
上げる手口を用いていることから、グローバル・ガバナンスの破
綻も一因となって、これらリスクの重要性は大幅に増している。

不正取引は今や、世界経済の7％から10％を占めているとみら
れる。不正取引が主要な収入源となっている国さえある。以下の
表3は、さまざまな物品の不正取引の市場規模を公的な資料に
基づき判断しようとした一例である。これらの数字は、きわめて
大ざっぱな見積りであり、議論の余地が大いにあることを強調
せねばなるまい。フォーラムの「不正取引に関するグローバル・
アジェンダ・カウンシル」は現在、これらの活動の世界的影響を
効果的に追跡するための方法論の開発に取り組んでいる。

ここで留意すべきは、たとえ非合法品の流れや犯罪活動の規模
が世界市場と比べて小さくても、そのような活動の実質価値が
場合によっては国民給与や政府予算をしのぐために、脆弱な国
々に特に大きな影響を及ぼしうるということである。

このところのキルギスタン情勢は、この一連のリスクの波及力の
程度を実証していると言える。フォーラムのグローバル・アジェン
ダ・カウンシルのメンバーは、腐敗した公務員と組織犯罪による
国家指導力の弱体化と経済成長の阻害が社会的緊張を増大さ
せた結果、2010年6月の暴動へと至り、広範にわたる破壊、数百
人に及ぶ民間人の死者、40万人ものウズベク系住民の避難とい
う事態を招いたとみている。  

Figure 1 公的資料に基づく非合法品の市場規模概算
（単位：10億米ドル）

表3

偽造医薬品： 200

売春： 190

マリファナ： 140

偽造電子機器： 100

コカイン： 80

アヘンおよびヘロイン： 60

ウェブ上のビデオ著作権侵害： 60

ソフトウェアの不正コピー： 50

たばこの密輸： 50

人身売買： 30

環境犯罪および天然資源取引： 20

森林伐採： 5

美術品・文化工芸品： 5

小型武器： 1

出典：Havocscope and experts
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対処手段と
トレード･オフ
不正経済関連リスクへの対応にお
けるトレード･オフの認識
この一連のリスクの軽減がほとんど進展していないのはなぜだ
ろうか。一つの理由は、不正活動を可能にしている諸構造が、自
身が犯罪行為に手を染めているとは思っていない多くの人々に
メリットをもたらしているからである。たとえば、秘密主義の法域
は、個人や企業の税金逃れを可能にしている。透明性を高め、不
正取引を減らせば、多くの企業にとってコスト増大と利益減少を
招くことは間違いないだろう。同様に、非合法市場向けの物品の
生産に依存している住民（たとえば、アフガニスタンのケシ栽培
農家）を他の合法的な活動へと移行させるには、莫大なコストが
かかる。しかし、世界の指導者がこの問題を共通課題として重要
性を正しく認識すれば、多くの対策を講じることは可能である。

多国間枠組みの強化により、国際協
調を向上させる
先進諸国における国際市民社会と法的機関の連係強化は、新興
経済諸国の活動家や法執行機関が脆弱な国々からの不正な資本
の流れを追跡し、食い止めの支援をすることになる。この好例は、
フランスの最高裁判所が最近、3人のアフリカの国家元首を相手
取った汚職と政府資産の持ち出しをめぐる申し立てについて司
法調査を認める判決を下したことである。

規制と法執行能力におけるばらつきを少なくすれば、監督の甘い
法域への非合法活動の移動を抑止することになる。米国の連邦
海外腐敗行為防止法や英国の贈収賄禁止法案など、企業に不正
行為の責任を負わせる治外法権規定を含む国内法は、規制を複
数の法域にわたっていかに拡大し、調和させられるかを示す実例
になりうる。

国際的な資金と取引の流れの透明
性を高める
国際的な金融システムは、不正取引や組織犯罪、不正行為によ
る利益を移動し隠蔽することを可能にしている。その結果、不正
の関係者を保護し、政府から税収を奪うとともに、本来資本に課
されるべき税負担を賃金や消費に転嫁している。資金の流れの
透明性を確保すれば、マネーロンダリングや新興経済諸国から
の資金移動の機会を減らすとともに、より効果的な法執行が可
能になるであろう。

「健全な金融活動および経済発展に関する作業部会」は、資金
フローの追跡、検証、そして課税を確実にするために、透明性を
向上させる5つのステップを提言している。

•	 資本の真の所有者を明らかするため、受益所有権を公的
な記録事項とすることを義務付ける

•	 多国籍企業に対し、あらゆる販売、利益、税金に関する国別
の報告を義務付ける

•	 税金・関税を回避する不適切な取引価格の設定を抑止す
るため、必ずOECDの独立企業原則に基づいて取引価格
の設定を行うとともに、価格設定に関する申告とオンライ
ンデータを関税当局の閲覧に供することを義務付ける

•	 非居住者であるあらゆる個人、法人、信託を対象とする世
界的な自動化された税務情報交換を実施する

•	 マネーロンダリングの前提犯罪を世界的に標準化し、法制
度の違いを利用する手口を減らし、異なる法域間でも法執
行が進むようにするために、マネーロンダリング防止法の
世界的な調和を図る

同様に、不正取引を構成する商品や組織犯罪や不正行為に関
連する可能性のある商品の動きを追跡するために、物品の物理
的な移動の透明性も増大させる必要がある。サプライチェーン
の責任ある監視の強化は、大きな影響を及ぼすだろう。

重要なリスク2：
不正経済関連

Figure 1

脆弱な国々

組織犯罪

不正行為

不正取引
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需要側への介入の増大
専門家は、不正取引への関与が人と経済に及ぼす影響について
理解を深めることが、先進諸国における非合法品への需要を減
らすことになると主張する。これは、教育、倫理訓練、新たな規範
の構築への注力を意味する。

同様に、不正取引や組織犯罪、不正行為を減らすことをそれ自
体目的として捉えるのではなく、この最終目標を経済成長と人間
の安全保障を支えるための手段として捉え直すこともできる。そ
のような捉え方の変更は、優先順位と行動を変える一方で、諸機
関の協力を強化するだろう。

不正取引の一部の要素については、マリファナの合法化をめぐ
りカリフォルニア州で最近提案されたように、取引を法の枠組
みの中に組み入れることによって組織犯罪に供給される利益を
減らそうとするやり方を擁護する論もあるかもしれない。

企業部門に関しては、不正行為をコンプライアンスの問題からリ
スクの問題へと捉え直すことによって、法的リスクや評判リスク
の監視における警戒が増すかもしれない。そのためには、この
一連のリスクが商取引と政府税基盤にもたらすコストについて、
より正確な評価が必要となる9。フォーラムは、「反汚職パートナ
ー・イニシアティブ」を通じて民間部門の関係者を招集し、不正
行為が商取引に及ぼす影響を明確にするとともに、政府と市民
社会との共同の解決策の策定を図っている。

経済格差の縮小
経済格差は、個人が不正取引や組織犯罪、不正行為の産物を供
給し消費する動機をもたらすことから、この一連のリスクの温床
となっている。

経済格差の縮小は大きな課題であり、構造レベルで立ち向かわ
なければならない。経験的に頼りになる長期戦略は、普遍教育
に投資し、経済活動に十分に貢献する知識と技能を身に付けさ
せることである。同様に、構造的な失業の是正を試みる投資につ
いて調査する必要がある。 

9 たとえば、Trausparency International, the InternationalChamber of Commerce, the UN Global Compactand the World Economic 
Forum（2008） 『Clean Business is Good Business: The Case against Corruption』（http://www3.weforum.org/docs/WEF_PACI_
BusinessCaseAgainstCorruption_2008.pdf）などを参照されたい。

重要なリスク2：
不正経済関連
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重要なリスク3：
水、食料、エネルギー関連

対処手段と
トレード･オフ

「水、食料、エネルギー」関連にお
けるトレード･オフの認識
資源の配分と計画という点において今後、エネルギー、食料、水
の間の難しいトレード･オフの必要性がますます高まると思われ
る。主要な課題は、この一連のリスクの複雑な相互連関性を多く
のステークホルダーを考慮に入れた統合的な対応戦略にいか
に組み入れるかということである。フォーラムはウォーター・リソ
ース・グループ（水資源グループ／WRG）と提携して運営されて
いる「WRGフェーズ2」という革新的なイニシアティブによって、こ
のようなアプローチに取り組んでいる（31ページ「フォーラムの
ウォーター・イニシアティブ：『水、食料、エネルギー』関連リスク
に焦点を当てる」を参照）。

予期せぬ影響は尽きない。たとえば、自動車の排ガス削減を目
的とした政策により、IEAの予測では、2030年までに世界の道路
輸送の少なくとも5％はバイオ燃料を動力源とするようになる。
その量は1日当たり320万バレルを超える。しかし、それらの燃料
の生産には、世界で農業のために現在使われている水の総量の
20－100％を消費する可能性がある。これは明らかに持続不可
能なトレード･オフである。もう一つの例はシェールガス採掘で
ある。利用可能な化石燃料の埋蔵量を新たに増やす見込みがあ
るが、大量の水を消費し、水質に対するリスクをもたらしかねな
い。

経済成長を実現し炭酸ガス排出量を減らすだけでなく、水の効
率的利用を目標としたエネルギー政策を策定している政府はほ
とんどない。けれども、この一連のリスクの性質は複数の目標の
追求が不可欠であることを意味している。3つの資源の間のトレ
ード･オフ、そして資源の割当てという形での利用者間のトレー
ド･オフは、これからますます重要な問題となるだろう。市場メカ
ニズムと規制の組み合わせを通じた、これらのトレード･オフへ
の対処についても同じことが言える。

しかし、誤った二分法には注意しなければならない。たとえば、
生物多様性を経済成長と引き換えにする必要はない。そのよう
なトレード･オフは主に政策立案者と資源利用者が短期的で急
場の受け身的なやり方で行動する場合に存在する。不要なトレ
ード･オフを避け、必要なトレード･オフに対処するために、フォ
ーラムはさらに検討が必要な対応戦略をいくつか洗い出した。 

 

統合されたマルチステークホルダー
的な資源計画
食料、エネルギー、水資源のトレード･オフへの対処に関連する
課題は政府の対応いかんにかかっている。専門家は、農業、水、
エネルギー、都市計画に関する行政構造と政策が互いに分離し
ていることが対策を阻害していると指摘している。政府部門、ス
テークホルダー、国の代表者を横断するハイレベルな委員会を
設置すれば、公的部門主導のガバナンス、計画立案、情報フロー
が向上するはずだ。

地域重視の統合的アプローチを示す最近の一例が、メコン川委
員会の『戦略的環境アセスメント』である。この文書では5カ国に
おける水力発電プロジェクトの累積的リスクと機会を調査してお
り、発電、水の利用可能性、食料生産の間のつながりについて、
向こう15年という視点で捉えた生態系、社会システム、経済発展
への二次的、三次的影響を含め明確に考慮している。

現在タンザニアとベトナムで国家レベルの共同作業を通じて試
験的に実施されているフォーラムの農業のための新たなビジョ
ンに関するイニシアティブは、持続可能な農業成長を加速する
ためのマルチステークホルダー間の協力のための枠組みを作
り上げた。このモデルでは、政府の国家農業戦略がさまざまな
ステークホルダーの専門知識と投資を持続可能な農業成長の
推進のために集中させる枠組みを提供することで、関係者全員
の成果を増大させ、リスクを減少させる。
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地域重視のインフラ開発
地域インフラへの投資に関するマルチステークホルダー間の協
調は、食料、水、エネルギーの安全保障に関する回復力を著しく
高めると思われる。たとえば、地域の電力グリッドに投資するこ
とで、湾岸協力会議加盟国はその電力供給の信頼性を向上させ
た。十分なインフラとともに水の希少価値を反映させる役割を
果たす機関を備えた国は、並外れて適応性が高いことが経験的
に分かっている11。

市場主導型の資源価格の決定
資源価格の決定は、食料、水、エネルギーの需要に対処する上で
大きな役割を果たしている。多くの国では政府補助金やその他
の規制によって価格が人為的に低く抑えられ、結果的に需要増
大を招いている。しかしながら、たとえ価格が市場メカニズムを
通じて上昇できる仕組みになっていても、価格は、水、食料、エネ
ルギーの消費によって生み出される多くのネガティブな外的結
果の説明にはならないであろう。理想を言えば、資源価格の決
定には地域的影響のコスト（資源開発の長期的な社会コストや
環境コストなど）と世界的影響のコスト（炭酸ガス排出による気
候変動の促進など）を含めるべきである。資源の利用に伴うあら
ゆるコストを反映する正確な価格が設定されなければ、資源利
用をめぐり持続不可能な決定が今後も続く可能性が高い。

しかし、水の値上げは多くの地域において重大なマイナスの社
会的影響を及ぼす。こうした影響を考慮に入れて、貧困層の消費
者を不利な立場に置くことで社会的安定を危険にさらさぬよう
市場メカニズムを段階的に管理しなければならない。資源価格
の引き上げによる人的コストは、ステークホルダーによる認識と
慎重な計画による解決を要する。さらに、資源価格を引き上げる
と、値上げ分が消費者に転嫁されるため経済成長への影響は避
けられないだろう。そのような課題があるにせよ、将来にわたる
世界の繁栄の持続可能性のためには正確にコスト計算された
システムを構築するための取り組みが不可欠だと専門家は指摘
する。水・食料源に対する取り返しのつかない損害は、積極的な
資源管理によって生じるコストをはるかにしのぐからである。中
東や北アフリカなどの地域では、市場価格はインフラへの民間
投資を引き付け、使い果たされつつある希少な資源の効率的な
保全にも役立つかもしれない。

コミュニティレベルの把握力と実行
専門家によれば、食料、エネルギーまたは水資源の管理を目的
とする政策は多くの場合適切に設計されているという。持続可能
な資源を妨げる障害の多くは実行に関係するものである。たとえ
ば、衛生設備の不足は現地の水資源の汚染を通じて水の安全保
障に影響する。しかし、野外での排泄に関する社会的規範に同時
に対処せずに、単に衛生設備を建設するだけでは十分ではない
と思われる。衛生設備の利用を確実にするにはインフラへの投
資だけではなく文化的な転換も必要とされる。そのような障害を
克服するためには、主要資源の実際の利用者が持続可能な資源
の消費の見張り役にもなるように地域社会レベルの地元関係者
を巻き込み、権限を持たせ、インセンティブを与えなければなら
ない。

対処のための技術・財政イノベー
ション
この一連のリスク全体に対処するための転換技術とリスク管理
ツールには、さらなる研究と投資が必要である。成功のカギは、
そのようなツールを現地に適したものにして普及を図ることであ
る。効率性の改善点の多くは新たな運営管理モデルと情報への
アクセスを必要とする。合成タンパク質の製造、細流灌漑、作物に
塩耐性を付与するための交配といったイノベーションは食料安
全保障を維持すると同時に効率的な水・エネルギー利用を実現
するが、開発と実行のための投資を必要とする。

革新的な財務リスク管理施策も将来性が高いように思われる。そ
の一例が、害虫や病気、あるいは干ばつ、洪水、台風といった気象
現象が原因で収穫量が予想水準を下回った場合のコメ農家に対
するベトナムの公的保障給付金である。天候や害虫による農業へ
のダメージはかつてベトナムのGDPの5％にも相当する損失につ
ながっていた。農業銀行、保険会社、中央政府というマルチステー
クホルダー間の協力のおかげで、この制度は国家レベルでの食
料安全保障を確実にするために複数のリスクに対処しており、農
家の生計を保護することで国内の食料生産の全体的回復力を高
めている。しかし、こうした手段のほとんどは収穫量や気象リスク
といった特定の対象にのみ焦点を当てているため、さまざまな
部門を横断した地域的リスク管理や食料供給の最終リスクには
対処していない。この課題の相互関連的な性質は技術面・財務面
における解決策の統合におけるさらなる取り組みが必要である
ことを示唆している。

11 たとえば、オーストラリア南東部では、利用可能な水の量が70％減少したことで農業の構成に大きな影響を及ぼしているが、農業の経済的価値全体に
はほとんど影響していない。

重要なリスク3：
水、食料、エネルギー関連

気候変動

エネルギー価格の
急激な変動

水の安全保障
食料安全保障
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重要なリスク3：
水、食料、エネルギー関連

フォーラムのウォーター・イニシアティブ： 

「水、食料、エネルギー」関連リスクに焦点を当てる

世界経済フォーラムは、ウォーター・リソース・グループ（水資源グループ／WRG）と提携して「水の安全保障に関
するグローバル・アジェンダ・カウンシル」のガイダンスに基づく革新的な取り組みを実践している。「WRGフェー
ズ2」と呼ばれるこの取り組みは、水部門の改革戦略に段階的に取り組もうとする政府に関与し、支援のための官
民アプローチを提供する。イニシアティブは、ACTプロセス―すなわち、分析（Analysis）を実施して、関係者の結集
（Convene）と連携（Coalition）を図り、変革（Transformational）のための政策、プログラム、プロジェクト、パートナ
ーシップを発展させる―に沿って行われる。その狙いは、このような協調プラットフォームのアプローチがうまく機
能する「実証例」を生み出すことにある。このプロセスは、2つの主要なステップで構成されている。

•	 ステップ1：最初の実態分析。2030年までの国内の水の需給バランスについて、さらにその需給に隔たりがあ
れば対処するために利用可能なオプションの経済的影響について包括的なファクトベースを築く。

•	 ステップ2：国レベルの作業。政府から求められれば、官民アドバイザリー・プラットフォームを通じてさまざま
な専門分野にわたるサポートを提供する。これにより政府は、洗い出された将来の水の需給ギャップを埋め、
河川流域や国、地域における水資源管理を向上させ、この情報を利用して地域的な水資源の適応計画を構築
するためのコンセプトおよびガバナンス・プロセスを形成し試みることができる。

「WRGフェーズ2」の成果として、有効性が実証された独自の官民モデルおよび自国の水部門を変革することを望
む政府をサポートできる世界的な資金調達型プラットフォームが形成される。

このイニシアティブの一つの活動例は、フォーラムが現在ヨルダンで進めている取り組みで、同国の計画・国際協力
省と水・灌漑省のサポートを得ている。現在はステップ1が進行中であり、水の需給ギャップを把握するための詳細
な分析と費用曲線の作成、そして重点項目の提言と部門別戦略の策定が行われている。ステップ2は、2009年に開
催された世界経済フォーラム中東会議をきっかけに始まった、ヨルダン政府、ヨルダン工業会議所、米国商工会議
所、USAID、GTZが関与する協力プロジェクト「水に関するヨルダン・ビジネスアライアンス」の近年の作業を土台とし
て進められる。

この取り組みが特に重点を置いているのが「水、食料、エネルギー、気候」関連リスクに関する認識と理解を深めるこ
とである。この一連のリスクは、経済成長と水不足に関連するその他の影響の管理という観点から見た水危機の最
も重要な世界的側面を表している。「水の安全保障に関するグローバル・アジェンダ・カウンシル」は、このイニシアテ
ィブの中心的な支援機関であり、フォーラムが「水、食料、エネルギー」関連リスクをめぐる問題およびそれに関連す
る成長へのリスクについて的を絞った詳細な分析を実施できるようにサポートする。

「WRGフェーズ2」イニシアティブは、フォーラムのリスク・レスポンス・ネットワークのほか、「水、食料、エネルギー」
関連リスクがもたらす課題に直面している政府およびその他のステークホルダーに対して専門家によるさまざま
な概要説明文書を提供することを目指す。

このイニシアティブについて詳しくは、 http://www.weforum.org/waterを参照されたい。





注視すべきリスク
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グローバルリスクの展望に示されている一部のリスクは、回答
者の確信度が低かったり、発生の可能性と影響に関して専門家
の見解に大きなばらつきが存在した。まさにそうした理由から、
かかるリスクは、予期せぬもの、あるいは手に負えないものにな
る可能性があり、「注視すべきリスク」に指定されている。

サイバーセキュリティ
現実世界が仮想世界からのセキュリティーに対する脅威に脆弱
であるという認識が高まりつつあるが、「サイバーセキュリティ」
問題の複雑さは、まだ十分理解されておらず、そのリスクは過小
評価されている。サイバーセキュリティは、オンラインデータおよ
び情報セキュリティと重要情報インフラの故障に関わる問題で
あり、社会から弾き出された若者による軽微なオンライン窃盗か
ら、壊滅的な影響をもたらしかねない政府主導の挑発行為まで
さまざまである。

以下の4つのグローバルリスク関連の活動が目立つ。

•	 サイバー窃盗は、裾野の広い成長産業になりつつある。経
済格差を抱えつつ、世界的なコミュニケーション・テクノロ
ジーが普及している国々では、特にこの傾向が強い。この領
域の主体は、起業家志向の個人から、許容できるリスクを差
し引いても経済的利益が得られることを期待して設立され
たペーパーカンパニーまでさまざまである。興味深いこと
に、一部の評価は、サイバー窃盗犯の抱く罪悪感が他の犯
罪活動の場合より著しく低いことを示唆している。

•	 サイバースパイは、個人によるものであれ公的部門による
ものであれ、古くからの諜報活動に新たな時代を開いた。こ
の20年間に繰り返し明らかにされたように、特に油断でき
ないのは、一般に敵とみなされている国だけでなく味方と
みなされている国によるそのような手法の利用である。

•	 サイバー戦争は、一般市民にはほとんど理解されておらず、
文民指導者と軍事指導者の間に論議を巻き起こしている。
サイバースペースにおける公然の戦争も起こりうるが、専門
家は、サイバー戦争と物理的戦争の相互作用の方が社会に
とって、より可能性の高いリスクをもたらしており、オンライ
ン上の攻撃が従来の攻撃を支援するだけでなく、従来の攻
撃を挑発する恐れがあると指摘している。

•	 サイバーテロに対する理解はさらに遅れていると思われ、イ
ンターネットの開放性、セキュリティ、プライバシーに関する
懸念を増幅させている。テロ組織が近年、教義や人員採用、
運営に関する情報伝達のためにインターネットを幅広く利
用しており、サイバー窃盗も一部発生していることから、サ
イバーテロ攻撃のリスクが高いと推測する向きも多い。しか

し、こうした活動自体が何らかの大規模なサイバーテロ攻
撃の能力を示唆するわけではなく、テロリストによるインタ
ーネット利用は、法執行機関による貴重な機密情報の収集
も同様に可能にしていることに留意すべきである。

上記の故意あるいは悪意によるリスクに加えて、インターネット
に接続している「スマート」システムにおける設計の欠陥に関係
するさまざまなリスクがある。悪意のない目的で収集されたデー
タが他のネットワークへと拡散されて意図せぬ結果を引き起こ
し、コンピュータを介した新たな脅威へとつながることもありう
る。

サイバーセキュリティの展望をめぐる混乱に拍車をかけているの
が、上記の領域それぞれにおける絶え間ないイノベーションと、
領域間の新たな潜在的つながりである。それでもなお、ネガティ
ブな影響の範囲を理解することは、効果的なリスク対応の中核を
なす。インターネットの普及、そして日常生活とビジネスにとって
のインターネット関連テクノロジーの重要性は、万一、大規模な
障害が発生したならば、世界的に大きな影響を及ぼす可能性が
高いことを意味している。

注視すべきリスク
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人口動態の課題と機会：人口「クラ
スター爆弾」、世界の高齢化、人口
配当
人口動態の変化は、脆弱な国々における政情不安定から新興経
済諸国における「人口学的配当」の享受、先進諸国における財政
危機にいたるまで、世界全体に大きな影響を及ぼしている。最も
重要な変化は、国によって大きく異なるが、人口増加率、年齢構
成の推移、都市化の速度に関係している。国民所得への影響に
加えて、これらの人口動態指標の変化は、世界的な所得、経済的
不均衡、環境の質、社会の安定と集団移住に強い影響を及ぼし
うる。

多くの先進諸国における高齢化は、高齢者に対する労働年齢人
口の比率が低下するにつれ、財政を圧迫する。多くの新興経済
諸国も、寿命が伸びるにつれ急速な高齢化を経験しており、十
分な財政的解決策に欠ける中で新たな一連の開発課題が生じ
ている。

一部の発展途上国では、人口規模と人口増加率が資源、公的機
関、社会の安定に強い圧力を加えており、その圧力はますます高
まっている。急速な人口増加が脆弱な機関、経済機会の欠如、危
うい生態系、男女不平等や深刻な都市の過密化と相まっている
国々では、不満を抱く大勢の若者が資源をめぐる紛争に関わる
可能性は、現実のリスクである。フォーラムの「人口増加に関す
るグローバル・アジェンダ・カウンシル」は、高い人口増加率が水
ストレスやその他資源へのストレスと重なっている14カ国（合計
人口4億5,000万人）を特定している。そのような「人口クラスター
爆弾」は、近隣諸国および地域に多種多様な衝撃を与えかねな
い。

一例は、ニジェールである。女性一人当たりの出産人数が7人
以上というニジェールの今日の人口は、1960年の300万人から
1,600万人に増加し、2050年にはほぼ4倍の5,800万人に到達す
ると予測されている。しかし、人口増加はすでに、同国の食糧生
産能力を追い越している。過去10年間にニジェールは、深刻な
食糧不安と飢饉に何度か襲われた。2010年には、人口の半数を
脅かす飢饉が発生している。それに加えて、土壌生産性の低下と
気候変動の影響に対する脆弱性は、ニジェールの食糧増産力に
さらに負担がかかることを意味している。すでに、乏しい資源を
めぐる民族間紛争の増大の兆しが見えている。特に同国にはア
フリカ有数のウラン鉱山があることから、さらに広い範囲に影響
が及ぶかもしれない。

一方、出生率が低下している新興経済諸国では、世帯人数の減
少の結果、働いている成人一人当たりの扶養家族の数が減って
子ども一人ひとりへの投資が増える「人口配当（demographic 
dividend）」と呼ばれる現象が生じている。この可能性を現実の
ものにするためには、若者にいわゆる「21世紀スキル」12を身に
付けさせるとともに、雇用の見込みと金融市場の活動を高める
部門や政策に重点を置いた制度的環境の整備が必要となる。

人口問題に対処するには、国家の自助努力同様、強い国際的な
声が必要である。この目的を達成するため、世界経済フォーラム
の「人口増加に関するグローバル・アジェンダ・カウンシル」は、
国連人口基金（UNFPA）に対し、人口増加率をはじめ全世界と各
国の人口動態に対する世界の関心を再確認すること、人口・開
発の領域におけるリーダーシップを改めて主張すること、活動内
容のバランスを改めること、その活動について定期的な外部レ
ビューを実施することを求めている。

12 専門家の見解では、21世紀スキルには、グローバルシチズンシップに関係する優れた生活・職業専門性、市民としての責任、倫理、環境意識、ヘルスリ
テラシー、異文化への気配り、指導力などが含まれる。また、創造性、イノベーション、起業家精神、批判的思考、コミュニケーション、共同作業、情報通信技
術、メディアリテラシーに関連する職場での即戦スキルも含まれる。さらに、数学、科学、読書、地理、歴史における基本的なスキルも含まれる。

注視すべきリスク
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資源の安全保障
先述した食糧、エネルギー、水関連リスク以外に、この一連のリ
スクは、商品（一次産品）価格の急激な変動とエネルギー価格の
急激な変動を引き起こす。人口増加と予想される一人当たり消
費量の増大が相まって天然資源に対する需要が中期的に増大
するという主張には、あまり議論の余地がない。しかし、供給が
需要と同じ速度を保てるかどうかは不透明である。このため一
部の専門家は、長期的には、最善の場合でも商品価格の持続的
な上昇、最悪の場合は主要資源の不足を予期しておくべきだと
主張している。

経験的に、企業家はテクノロジーとプロセスのイノベーションに
よって短期的な価格上昇に対応しており、そのイノベーションが
長期的に価格を引き下げている。インフレを調整すると、ほとん
どの商品価格は1950年から2000年の間、全体的需要の急速な
拡大にもかかわらず、実際には下落している。故ジュリアン・サイ
モンをはじめとする専門家は、そのような価格の下落は継続す
る可能性が高いと主張している13。

しかし、供給側の不足には2種類ある。生産への過去の投資が不
十分だったことによる「ソフト」面の一時的限界だけではなく、資
源の利用可能性の「ハード」面の自然の限界が存在する。そのよ
うなハード面の資源の限界を理由として、多くの専門家は、テク
ノロジーとイノベーションが長期的な人口増加と経済成長に対
応するために要求される速度で、主要な一次産品の供給を増大
させ続けられるかどうかを疑問視している。彼らによれば、テク
ノロジーの進歩による供給増大の速度は鈍りつつあるという。
また、一部の資源―水など―の代替品は簡単には見つからず、
近年の新興経済諸国に見られる前例のない成長は、需要を満た
すために必要とされる投資を上回る可能性があるという。

外的影響も、価格上昇に一役買っている。最も利用しやすい一
次産品の源が枯渇するにつれ、その採取に関する技術的・環境
的な課題が生じる可能性が高まり、直接的に、あるいは規制に
よる対応を通じてコストを増大させる。商品価格の持続的上昇
と主要資源の不足は、世界の経済成長に悪影響を及ぼすであろ
う。さらに、結果として生じる完成品の価格上昇が消費者に転嫁
されることになれば、最貧困層が最も大きな打撃を受け、経済
格差とそれに伴う相互関連リスクが増大する。

資源効率の上昇は、この状況の緩和に役立つ可能性がある。消
費者と企業双方の行動様式の変化も需要の減少につながる。一
部の資源の非効率的使用を促すような悪しきインセンティブ―
炭化水素補助金制度や実際の価値より割安な水の価格―の廃
止は、こうした変化を支えることになる。水や漁場などの国境を
越えた共有資源の管理に関するルールの強化は、「共有地の悲
劇」の普遍化を防ぐのに役立つかもしれない。さらに、資源の採
取・配分・利用効率を高めるテクノロジーとインフラへの投資の
継続も必要である。

長期的には、フォーラムの「持続可能な消費の促進に関するイ
ニシアティブ」が提唱するように、民間部門のビジネスモデルに
おいて資源の制限をビジネス革新の推進要因として取り入れる
真に持続可能な消費モデルが、こうした現在の一連のリスクを
新たな成長と競争上の優位性の機会へと変える可能性がある。

13 Julian Simon, The Ultimate Resource, 1981

注視すべきリスク
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注視すべきリスク

グローバル化の抑制
米国の指導力が衰える中、新興経済諸国が政治力、経済力、軍事
力を蓄えつつある。グローバル化の抑制の規模と範囲の決定に
おいてカギとなる問いは、新興経済諸国の側に、その台頭をそ
もそも可能にした開放的な国際システムを守るためにリーダー
シップを担う覚悟がどれほどあるかということである。

多くの先進諸国では、直接的または間接的にグローバル化の抑
制を唱える政治勢力が力を強めている。経済的な苦境を背景と
して、政策立案者は次第に、保護主義的な措置とグローバル化
反対の美辞麗句に訴える方向へと傾いている。金融危機の最中
に取られた景気刺激策はすでに、保護主義的な要素を帯びてい
た。経常赤字が増大している国々が今後も、保護主義的な措置
やその他の貿易制限措置を通じて短期的な調整を模索すること
はほぼ間違いない。

先進諸国と新興経済諸国双方における失業や不均衡な富の分
配も、社会の大部分から、グローバル化がもたらす恩恵を奪って
いる。その結果、社会政治的不安とグローバル化に反対する全
般的な社会経済的反動が生じるかもしれない。経済ナショナリ
ズムを移民排斥の美辞麗句と絡めた極端主義のグループが欧州
（政治的右派・左派両方）と米国（ティーパーティー）で台頭して
いることに、このリスクの早期兆候が見られる。北アフリカなど一
部の新興経済諸国においても似たような気運が報告されてい
る。

専門家は、グローバル化の全面的抑制というシナリオが発生す
る可能性は低いと見ているものの、モノや人、アイデアのグロー
バル化の流れがわずかに制限されただけでも貿易利益と国際
分業のメリットが減少することになるため、経済的損失につなが
りかねない。このような制限は同時に、各国がリスクを拡散し国
境を越えて資源を共有する機会を制限することによって、他のリ
スクも悪化させる可能性がある。 

大量破壊兵器
大量破壊兵器（WMD）がもたらしうる大きな影響については議
論の余地は全くないが、WMDがグローバルリスクとして実現す
る可能性をめぐる評価はさまざまである。化学兵器、生物兵器、
放射能兵器、核兵器（CBRN）のリスクが発生する状況は2通りあ
る。一つは、テロ攻撃を通じてであり、もう一つは地政学的紛争を
通じてである。双方とも、グローバル・ガバナンスの破綻によって
影響される。WMDには、さまざまな懸念を呼んでいる幅広い兵
器が含まれるが、大半の専門家が主要なWMDリスクとして認識
しているのは、国家と非国家主体双方の間の核拡散であり、生物
兵器の使用の可能性が僅差でそれに続いている。

WMDの拡散を抑制する体制は、特に核兵器に付随する高い資
本コストと政治的コストと併せると、驚くほど効果的であることが
判明している。それに加えて、核兵器の不使用に関する規範も定
着してきている。不安が蔓延していた1960年代とは対照的に、現
在、核兵器を保有している国はほんの一握りである。南アフリカ
やリビアなどの一部の国家は、核開発の意図を完全に放棄さえ
している。最近では、2010年5月に開催された核拡散防止条約再
検討会議は、不十分な点はあるものの、最低限の成功は収めた
というのが多くの見方である。

とは言うものの、核兵器をめぐる現状のダイナミクスは、不安定
である。原子力発電の拡大はそれ自体が兵器拡散のリスクをも
たらすわけではないものの、軍民両用技術をめぐる懸念を引き
起こす可能性は依然として残っており、世界のエネルギー・ガバ
ナンスにおける欠陥を浮き彫りにしている。並行して、新START
条約の批准の遅れは、ロシア連邦と米国との関係の「リセット」
を損ない、拡散防止と軍縮に向けた勢いを弱めるリスクがある。
北朝鮮の核開発状況に関して繰り返し生じている懸念や、核問
題に対するイランの意図をめぐる不確実性もまた然りである。一
方、WMDの製造と引渡しを妨げる技術的障壁は低くなりつつあ
り、科学技術の違法な移転は、核の領域を含め繰り返し発生して
いる。

一部の専門家によれば、非国家主体がWMD物質を入手するリ
スク―そして、そのような手段を利用しようとする意欲―は相当
強く、今後さらに強まる可能性があるという。本格的な核計画は、
非国家主体の能力をはるかに超えているものの、多くの核物質
は安全が確保されていない状態に置かれている。おそらくもっと
重要なのは、テロリストによる即席の放射能装置の使用、商業用
化学プラントやサプライチェーンに対する破壊工作、そして小規
模な生物攻撃の可能性がCBRN分野において注視すべきリスク
の上位を占めていると、フォーラムの専門家コミュニティが指摘
していることである。 





結論
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本報告書のさまざまな章で示されているように、グローバルリス
クへの対処は、リスク分析の面における新たな能力のほかに、
グローバルレベルでの公式・非公式のリスク対応メカニズムを
必要としている。こうした能力の必要性を決定付けているのが、
以下に挙げる3つの重要な特徴である。

•	 第一に、リスク間の相互連関性は、リスクの背後にあるシス
テムとリスクの背景について理解を深めることを我々に要
求している。オペレーショナルリスクを単に企業という背景
において判断したり、セキュリティー上の課題を政府という
背景において判断したりするだけでは、もはや十分ではな
い。リスクの相互連関性における中心点を突き止めること
は、リスク対応において決定的に重要な要素である。した
がって、本報告書で示したように、リスクの相互連関性に焦
点を当てた分析は、議論の焦点をリスク対応に当てる上で
重要な役割を果たしている。

•	 第二に、グローバルリスクがグローバルレベルと国家レベ
ルの両方で展開しており、さまざまなステークホルダーが
さまざまな形で影響を受けている中、世界は、国家の対応
と世界の対応を連携させる上で大きな課題に直面してい
る。本報告書で取り上げたリスクの中で、単独の力で対処
できるものは一つもないことは明らかである。したがって
我々は、マルチステークホルダー間の協力環境の中でリス
クを評価する共通の枠組みを作るための努力を続ける必
要がある。

•	 第三に、ますます激しく揺れ動く世界環境においては、常
に直近のリスク事象に注目していたい誘惑に駆られるもの
であるが、リスクの評価と対応には長期的視点を持つこと
が大切である。多くのグローバルリスクは、月単位、年単位
ではなく十年単位で出現する。それが、本報告書が10年単
位の展望を堅持している一つの理由である。グローバルリ
スクの重要性に見合った効果的なリスク対応を図るには、
長期的なコミットメントが要求される。

よって、本報告書の2つの中心的リスク―経済格差とグローバ
ル・ガバナンスの破綻―への対処は、リスク対応の効果と世界レ
ベルでの全体的な回復力の向上に大きな役割を果たす可能性
がある。いずれのリスクも、今年のリスク意識調査によって明ら
かにされた3つの重要なリスク群に強い影響を及ぼしている。グ
ローバルリスクの長期的な動向と影響の多くは、妥当な確信を
もって予期することは困難である一方、これらの中心的なリスク
への投資がリスクに対する全体的な回復力にプラスの効果を与
えることは確実である。

しかし、最善の分析をもってしても、すべてのリスクを予期したり
それに備えたりすることは不可能である。連結性を強める世界
においては、意思決定者とリスク専門家双方の計画能力や評価
能力を超えたリスクはありあまるほどある。これらの将来の課題
に備え、急激な変化を遂げる戦略的環境において機会をつかみ
続けるために、組織と意思決定者は、我々の適応・学習能力に投
資し続けることによって、さらに回復力の強いシステムを構築し
なければならない。我々は、フォーラムのリスク・レスポンス・ネッ
トワークがこの目標の達成に向けて具体的で貴重な貢献をして
くれることを願っている。
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グローバルリスク
の定義
ある脅威が「グローバルリスク」とみなされる基準は、地理的な
グローバルスコープ（地理的に波及範囲がグローバルであるこ
と）、産業横断的な関連性、その脅威がいつどのように発生する
かについての不確実性、高度な経済的影響と社会的影響の双
方または一方を有していることと、リスク対応にマルチステーク
ホルダー・アプローチを必要とすることである。

•	 グローバルスコープ：少なくとも世界の二大陸の三カ所以
上の地域に影響する。こうしたリスクは、もともと特定の地
域や地方から発生したものであっても、世界が潜在的にそ
の影響を感知する可能性がある。

•	 産業横断的な関連性：3つ以上の業界に影響する。

•	 不確実性：その影響の規模をめぐる不確実性と相まって、リ
スクが10年内にどのような形で現われてくるかについての
不確実性がある（可能性と深刻度によって評価）。

•	 経済的影響：100億米ドル以上の経済的損害を引き起こす
恐れがある。

•	 マルチステークホルダー・アプローチ：リスクの複雑性によ
り、軽減するためにはマルチステークホルダー・アプロー
チを必要とする。リスクは、経済、地政学、環境、社会、科学
技術の5つの領域に分類される。

さらに、リスクはすべてが同質というわけではない。2010年の報
告書は2つの主要なタイプのリスクを扱っている。

•	 「徐々に忍び寄る」または「慢性的なグローバルリスク」―
経済活動または社会活動の長期的な損失の原因として現
われるが、大規模で期間の限られた事象として生じるもの
ではない（健康に関する場合、慢性病がこのカテゴリーに
入る）。

•	 「急性」または「イベント型グローバルリスク」―発生時に特
定可能な始まりがある（流行病はこのカテゴリーに入る）。

我々は「回復力」を、外的または内的に生じたリスクの影響のい
かんに関わらず、変化の中にあって自らを立て直し、その中核的
機能を継続的に遂行するシステムの能力と定義している。

付録1：
定義と方法論
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グローバルリスク
報告書の方法論
および情報源 	
『第6回　グローバルリスク報告書　2011年度版』に示されて
いる洞察は、以下に基づいている。

世界経済フォーラム「2010年グローバルリス
ク調査」：

「グローバルリスク調査」は、世界経済フォーラムが追跡して
いる特定のグローバルリスクに関する専門家、財界首脳、政策
立案者の見解を求めるものである。これは意識調査であり、5
つのリスクカテゴリーにおける37のグローバルリスクについ
ておよそ580件の有効回答を得た。回答者には、10年間（2010
年－2020年）にわたるリスク発生の可能性と影響の評価に加
え回答の確信度を示してもらった。また、評価対象となっている
リスクに何らかの方法で関連していると判断される他のリスク
を6つまで選ぶというやり方で、リスクの相互連関性の評価を
依頼した。さらに、リスク間の主要なタイプの相互連関性に関
するデータを自由に追加してもらった。さまざまな統計学的手
法を用いて、データを分析し、記述的かつ解析的に分析した。
評価対象となったすべてのリスクに関する詳細は、フォーラム
のインタラクティブ・ウェブサイト（http://www.weforum.org/
globalrisks2011）を参照されたい。

注：本報告書の出発点はリスク意識調査である。注意すべき重
要な点は、ステークホルダーのリスク認識の仕方が直面してい
る実際のエクスポージャーと同等ではないということである。グ
ローバルリスクに関する洞察を得るために意識データを利用し
つつ、フォーラムのグローバルリスク報告書は10年単位の視点
で物事を捉え、専門家に議論への参加と自身の仮定の批判的検
証を促し、かつリスクの相互連関性とリスク対応に伴うトレード･
オフに具体的に焦点を当てることにより、明確な形で認識のバ
イアスに対処するべく努めている。最後に、リスク対応に役立つ
ことを願って、フォーラムは専門家がリスクをどのように認識し
ているかを明らかにすることで、よく知られているリスクとそれ
ほど知られていないリスクの双方に関するマルチステークホル
ダー意識を高めることを狙っている。

第一人者である専門家とのワークショップと
ディスカッション：

18のワークショップおよびフォーラムのリスク専門家コミュニティ
との数多くの個別の議論は、調査データに貴重な背景と洞察を
提供するとともに、本報告書における多くの分析の土台となって
いる。参加した専門家については謝辞をご覧いただきたい。

フォーラムのリスクパートナーとの共同作業：
世界経済フォーラムのリスクパートナーであるMarsh & 
McLennan Companies、Swiss Reinsurance Company、
Wharton Center for Risk Management、University of 
Pennsylvania、Zurich Financial Services からフォーラムにとっ
て大変有効なデータ、専門知識、ガイダンスが提供された。

グローバル・アジェンダ・カウンシル・ネット
ワークの成果：

グローバル領域の72の主要トピックスにわたる世界トップの専
門家1,000人以上で構成されるフォーラムのグローバル・アジェ
ンダ・カウンシル・ネットワークは、フォーラムのほか、政府や国
際機関などの関係者の諮問機関の役割を果たしている。カウン
シルからは本報告書のために、「2010年グローバル・アジェン
ダ・カウンシル調査」（回答者600人）、カウンシルの報告書およ
び提案から得られたデータおよび洞察、カウンシルの電話会議
の議事録の利用、グローバル・アジェンダ・サミットの成果などが
提供され、カウンシルメンバーからの個々の貢献を受けた。

机上調査と内部専門家レビュー：

世界経済フォーラムの内部スタッフは幅広い調査プロセスを実
施した。それに加えて、世界経済フォーラムのトピック専門家30
人が内部専門家レビューを行った。

付録1：
定義と方法論
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2011年グローバル
リスクの展望
『第6回　グローバルリスク報告書　2011年度版』には、フォー
ラムのグローバルリスク調査に回答した多様なステークホル
ダー・グループおよび地域にわたる580人の専門家の洞察が生
かされている。調査では、37のグローバルリスクについて2010
年から2020年までのリスクの発生の可能性、リスクの影響、リス
クの相互連関性に関する意識を測定した。本調査の結果を視覚
化した図を本報告書の冒頭に掲載している。この37のリスクは、
過去のグローバルリスク報告書のほか、発達しつつあるリスクの
背景を反映させるため、グローバル・アジェンダ・カウンシル・ネ
ットワークとフォーラムのリスクパートナーから提供された情報
に基づくものである。

「2011年グローバルリスクの展望」（図1）は、回答者が概して長
期にわたる慢性的リスクよりもイベント型リスクの方が影響力
が大きいと認識していることを明らかにしている。これが周知の
リスク意識のバイアスである。すなわち、馴染みのある長期的な
リスクの影響を割り引いて捉え、財政危機や地政学的紛争のよ
うな極端な「衝撃」を伴うリスクの影響を割り増しして捉える傾
向がある。

この見解には3つの興味深い例外が存在する。第一は気候変動
のリスクである。慢性的なものとして明確に定義されているもの
の、発生の可能性と影響を合わせた場合、最上位に位置した。経
済格差とグローバル・ガバナンスの破綻という2つの「慢性的」
リスクも、特に発生の可能性が高く影響力が大きいと見られて
いる。

評価対象となったリスクのうち、影響と発生の可能性を合わせて
考慮した場合に上位を占めると認識されたグローバルリスクを
以下の表5にまとめている。

「2011年グローバルリスクの展望」について詳しくは、
http://www.weforum.org/globalrisks2011

をご覧いただきたい。

付録2：
2011年調査データ概要

Figure 1 可能性と影響を合わせた場合の上位10位のリスク表5

ランキング 可能性×影響

1 気候変動

2 財政危機

3 経済格差

4 グローバル・ガバナンスの破綻

5 異常気象

6 エネルギー価格の急激な変動

7 地政学的紛争

8 不正行為

9 洪水

10 水の安全保障

出典：World Economic Forum
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2011年リスク相互
連関性マップ
フォーラムのグローバルリスク調査の主要な特徴は、リスクの
相互連関性に関する評価である。表6は、これらの相互連関性の
平均的な強さという観点から見た上位10位のリスクを示してい
る。「2011年のリスク相互連関性マップ（RIM）」（図11）は、相互
連関性とその強さに関する認識を視覚化したものであり、本報
告書の表紙見返し部分に掲載している。詳しい分析は、http://
www.weforum.org/globalrisks2011をご覧いただきたい。

データから、最も相互連関性の強いリスクは経済格差とグロー
バル・ガバナンスの破綻ということが分かる。そのため、この2つ
のリスクはリスクの相互連関性を視覚化した図の中心を占めて
いる。また、現代のリスク背景を形成する特に重要な存在であ
り、他のグローバルリスクを発生させたり悪化させたりするとと
もに効果的なリスク対応を阻んでいることが示唆されているた
め、グローバルリスクに関する我々の理解においても重要であ
る。そのようなものとして、この2つについては以下に個別に説
明する。

これらの相互連関性の分布領域が大きく異なっていることは興
味深い。グローバル・ガバナンスの破綻は数多くの他のリスクに
直接影響しており、主に他のリスクに影響を与える要因として認
識されている。一方、経済格差はより小規模な諸リスクとの相互
連関性が強い。また、フィードバック・ループのダイナミクスが働
いていると認識されていることを示す証拠も多い。

相互連関性に関する詳細な分析から、3つの明確なリスク群が
明らかになった。それらについては、「重要なリスク」のセクショ
ンにおいて以下の通り分析している。一つ目は、国際的な不均衡
と為替変動、資産価格の崩壊、財政危機からなる。二つ目は、不
正取引、組織犯罪、不正行為、脆弱な国々の結び付きである。三
つ目は、気候変動と水の安全保障、食料安全保障、極端なエネル
ギー価格の変動の結び付きである。

これらのリスクはカテゴリーごとに定義された。社会的リスクが
他のカテゴリーのリスクに最も大きな影響を及ぼしていること
が見てとれるのは興味深い。地政学的リスクと経済的リスクは、
メディアの注目を集めているが、実際には社会的リスクの方が
大きくシステミックな懸念であると言えるかもしれない。

Figure 1 相互連関性の平均的な強さから見た
上位10位のリスク

表6

出典：World Economic Forum

付録2：
2011年調査データ概要

ランキング 相互連関性

1 経済格差

2 グローバル・ガバナンスの破綻

3 地政学的紛争

4 脆弱な国々

5 不正行為

6 食料安全保障

7 規制の失敗

8 気候変動

9 財政危機

10 資産価格の崩壊
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回答者間のリスク
意識の違い
フォーラムの調査データは、調査で評価された37のグローバル
リスクに関する認識がステークホルダー・グループと地理の違
いによって大きく異なることを示している。従来から、回答者は	
「自分たちの」領域にあるとみなされているリスクをより懸念す
る傾向にある。つまり､企業は経済リスクについて最も大きな懸
念を示す一方、政府と国際機関は社会的リスクを最も懸念され
るものと認識する傾向がある。表7はステークホルダーと地理的
グループの間の認識のおもな違いを示している。

BRIC諸国の回答者は概して、OECD諸国の回答者に比べ、リスク
の発生の可能性と影響の両方を低く評価する傾向にあった。こ
れは、BRIC諸国がOECD諸国と少なくとも同じようにグローバル
リスクのマイナス面にさらされており、さらに気候変動など一部
のリスクについてはエクスポージャーがはるかに大きい可能性
があることを考えると意外に思われる。急成長経済諸国ではリス
ク負担に対する不安が少ないということで説明がつくのかもし
れない。

経済格差は、どのタイプのステークホルダーによっても、どの地
理的地域においても同じように重要であるとみなされた。北米
とアジアでは環境リスクが全体として最も重要な懸念とみなさ
れたが、欧州では社会的リスクが最上位を占めた。

「グローバルリスク調査」のリスク意識に見られるステークホルダーと地理的地域の差異表7 

付録2：
2011年調査データ概要

回答者 政府 企業 学界 国際機関 北米 欧州 アジア

最も懸念を抱い
ているリスク

社会的リスク 経済リスク 環境リスク 社会的リスク 環境リスク 社会的リスク 環境リスク

他のグループとの
関連で見た意識

気候変動
（発生の可能> 他
グループ

脆弱な国々
（影響>他グル
ープ）

地政学的紛争
（>学界、企業）

不正取引、組織犯
罪、脆弱な国々
（>他グループ）

財政危機
（影響>国際機関）

中国の経済成長
鈍化
（影響>国際機関）

消費者価格の急激
な変動
（>学界）

テロリズム
（発生の可能性>
政府）

食料安全保障
（影響 < 他グル
ープ）

気候変動
（影響>企業）

脆弱な国々
（発生の可能性>
他グループ）

生物多様性の喪失
（>他グループ）

気候変動
（発生の可能性>他
グループ）

気候変動
（影響>企業）

脆弱な国々
（発生の可能性>他
グループ）

不正取引、組織犯
罪、脆弱な国々
（>他グループ）

食料安全保障
（発生の可能性>他
グループ）

国際的な不均衡
（>欧州）

規制の失敗
 (> アジア）

消費者価格の急激
な変動	
(影響> アジア)

グローバル化の
抑制	
(>欧州)

テロリズム
 (> アジア)

重要情報インフラ
の故障
（>他グループ）

グローバル・ガバナ
ンスの破綻
（>アジア）

人口動態の課題
（>北米）

国際的な不均衡
（>欧州）

グローバル化の
抑制
（>欧州）

消費者価格の急激
な変動
（発生の可能性>
北米）

出典：World Economic Forum
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リスクの展望におけるアウトライアーについてのさらなる考察

グローバルリスクの2011年の展望において、4つのリスクが評価をめぐる不確実性が高い、あるいはこれらのリス
クの属性がようやく明らかになったばかりであるという理由から「アウトライアー（外れ値）」として広く認識されてい
る。これらのリスクをここで考察するのは、特定の状況下ではリスクの展望の中心に躍り出る可能性があるからであ
る。

第一は、宇宙安全保障―地球の大気圏を越えた空間での商業・軍事活動の規制が不十分なことから生じる経済的
損失と地政学的緊張のリスクである。これは評価対象となったすべてのリスクの中で最も馴染みのないリスクであ
り、技術的知識や説得力あるシナリオが不足しているとの理由から回答者の確信度が非常に低かった。結果として、
多くの専門家はこのリスクが組織的に過小評価されていると指摘した。フォーラムの「宇宙安全保障に関するグロ
ーバル・アジェンダ・カウンシル」はこの領域に取り組んでいる。

世界的な金融危機以降の中国経済の好調ぶりを受けて、今年は中国の経済成長鈍化が37のグローバルリスクのう
ち発生する可能性が最も低いと認識され、過去数年との大きな違いとなった。しかし、世界の経済活動のかなりの
部分が中国の成長に刺激されている現在、潜在的影響は大きい。中国の成長鈍化はまた、国内の社会的不安定を
引き起こし、地域全体を脅かしかねない政情不安定につながる可能性もある。

もう一つのアウトライアーは海洋管理である。専門家の意見では魚資源の減少や領海をめぐる紛争は発生の可能
性が高く、多大な影響をもたらすとされているにもかかわらず、発生の可能性と影響の両方において低い位置を占
めた。

最後のアウトライアーは新技術の脅威、すなわち遺伝子工学や合成生物学、ナノテクノロジーによって生み出され
た作用物質が生物圏に放出されることでもたらされる人間や動植物への予期せぬ影響である。ステークホルダー
はこの脅威の影響と発生の可能性を低く評価した。しかし、インタビューを受けた専門家の意見は、この領域におけ
る多くの規制当局がこのリスクの発生の可能性を低く抑えているものの、影響という点において過小評価されてい
るということで一致した。

付録2：
2011年調査データ概要



46 | Global Risks 2011

本報告書の焦点は、最適なリスク対応戦略の分析ではなくグロ
ーバルリスクに関する理解の向上に置かれており、前者につい
てはフォーラムのリスク・レスポンス・ネットワークやその他にお
いて現在行われている議論に委ねられている。

しかし、リスクを検討する際にはリスク対応の一般的な枠組み
が役に立つ。図9は全体的なリスクエクスポージャーを軽減する
ために政府、企業または個人が採用しうる5つの大まかな戦略
を示している。なお、これらの戦略は併用することも可能である。

第一の最も分かりやすい選択肢は可能な限りリスクを回避しよ
うと努めることである。第二の選択肢は、リスクを直接的に軽減
すること―リスクの影響または発生の可能性を根源で軽減し
ようと努めることである。たとえば、気候変動リスクに直面してい
る企業は、炭酸ガス排出量を減らすために国際的に働きかける
ことが可能だ。

第三の選択肢はリスクの発生に備えることでリスクに適応する
ことである。企業の場合、建物を強化したり緊急時の対応計画を
準備したりすることが考えられる。洪水が起こりやすい地域に住
んでいる住宅所有者の場合、家屋の基礎を上げたり、排水シス
テムを共同で設置したりすることが考えられる。

第四の選択肢はリスクの移転に関わっている。個人と会社にとっ
て、リスクは保険会社などの第三者に、あるいはより高度なヘッ
ジ戦略（以下を参照）を通じて移転することが可能である。システ
ミックな観点から見ると、二次的、三次的影響を軽減するように
リスクを拡散することも同等の選択肢である。たとえば、一つの
銀行の崩壊が銀行間貸付の崩壊を引き起こさないようにすると
いったやり方である。

上記の選択肢はいずれもリスクが組織またはシステムにもたら
す影響を軽減することが可能である。しかし、最後のステップも
決定的に重要である。このステップは、残存リスクの受け入れに
関わっており、組織または個人が潜在的な影響を十分に意識し
て、起こりうる影響に対処するために予備費の保有やその他の
準備を進めることを可能にする。

付録3：
一般的なグローバルリスク対応戦略

Figure 1 一般的なリスク対応戦略図9

無視 回避 軽減 適応 移転 受け入れ

残存リスク

当初の
リスクエクスポージャー

縦
軸
：
深
刻
度
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自然災害融資：代替的なリスク移転商品の利用

最も一般的なリスク移転の形態である保険は、保険料と引き換えにエクスポージャーを保険会社に移動する。しか
し、この方法は、保険会社が期間と地理的地域にわたる分散を通じて利益を上げられる形でさまざまなリスクをプ
ールし吸収できるかどうかにかかっている。これはハザードが起こりやすい地域における開発のおかげもあって、
災害が次第に地域的にかつ時間的に集中するようになっていることから次第に困難になりつつある。過去40年間
で保険損害額が最も大きかった25件の自然災害のうち、3分の2は2001年以降に生じている。

世界経済フォーラムの「自然災害の軽減に関するグローバル・アジェンダ・カウンシル」は、自然災害リスクのエク
スポージャーの一部を金融市場に移転する新たな形態のリスク移転について分析*を行った。代替的リスク移転
（ART）商品は、自然災害リスクに対する経済的補償のニーズの高まりに応える革新的な金融ソリューションを提供
し、投資家がこの領域においてより直接的な役割を果たせるようにするものである。

かかる商品の一例は、会社や国際組織、政府が予め定められたリスクから自身を守るために債券を発行することを
可能にする大災害債券（キャットボンド）である。今日までに世界中で、パンデミック（広域感染症）、テロリズム、自
然災害による損失を防ぐために160を越える「キャットボンド」が発行されている。もう一つの将来性のある革新的
な金融商品は、従来の保険の利用や入手が難しい国々の自給自足農業者向けの天候インデックス型マイクロ保険
である。

適切な規制と透明性が確保されていれば、かかる代替的リスク移転商品は増加資本の準備、自然災害リスクをヘ
ッジするための新たな方法の提供、個人の保護とともに、将来の災害によるシステミックな影響の軽減を可能にす
る。

* Michel-Kerjan, Erwann “Hedging Against Tomorrow’s Catastrophes”, in Learning from Catastrophes, 
Kunreuther and Useem (Eds), Wharton School Publishing, 2010

付録3：
一般的なグローバルリスク対応戦略
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インタラクティブ・
ウェブサイト
フォーラムは、『第6回　グローバルリスク報告書　2011年度
版』に関連して一連のインタラクティブ・リソースを作成した。リ
ソースには、本報告書のオンライン版、グローバルリスク調査の
結果を示すデータエクスプローラ、ビデオ、インタビュー、引用資
料、データの説明、グローバルリスク・バロメーターのインタラ
クティブ版が含まれる。この資料を詳しく見るには、http://www.
weforum.org/globalrisks2011をご覧いただきたい。

グローバルリスク・
バロメーター
グローバルリスク・バロメーターは、経済、地政学的、社会、環境、
テクノロジーという5つのリスクカテゴリーにおける37のリスク
の影響要因、世界的影響、リスク意識を評価するものである。『第
6回　グローバルリスク報告書　2011年度版』では、各リスクカ
テゴリーの専門家との18のワークショップを通じて影響要因と
世界的影響が作成され練り上げられた。主要な相互連関性、発

生の可能性、深刻度、意識と確信度における差異などのリスク意
識の特徴は、「2010年グローバルリスク調査」から抽出されたデ
ータである。

このバロメーターは、複数のレベルにおいてグローバルリスクに
関する議論の契機を与えるように設計されている。すなわち、個
別リスクのレベルにおいてはリスクに影響する要因および世界
的影響とされているその影響を理解するために、相互に連関し
たリスクとの関係においては方向性および他のリスクとのフィー
ドバック・ループを理解するために、システミックなレベルにおい
ては「グローバルリスクの展望」に図示されている。

このバロメーターは、いくつかの理由で随時更新され成長して
いくリビング・ドキュメントである。第一に、グローバルレベルで
把握されたリスクは必ずしも現地レベルで同じように展開する
とは限らないため、さらなる検討の必要がある。第二に、リスク
の特性は世界が動くにつれ展開する。最後に、リスクがどのよう
に影響され、衝撃を受けるかについては多くの解釈がある。した
がって、作業を継続的に改善する必要性が大きい。

以下のダッシュボード形式（図10）で図示されているバロメータ
ーの全リストは、世界経済フォーラムのインタラクティブ・ウェブ
サイト（http://www.weforum.org/globalrisks2011）で閲覧でき
る。将来のグローバルリスク報告書の資料となるこのリビング・
ドキュメントを精緻化するために、読者の皆様にも建設的な貢
献をお願いしたい。

付録4：
2011年グローバルリスクのオンライン・リソース
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資産価格の崩壊が消費者の信頼感と金融シ
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Figure 1 「資産価格の崩壊」バロメーターの例図10	
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図 11 | 2011年のリスク相互連関性マップ
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